
　　　（４）市税等納付状況確認同意書
　　　（５）申請書の事業概要が分かるもの
　    （６）本社が市外にある場合、市内に事業者を有することが分かるもの
Ｑ13．申請者の事業概要が分かるものは何で確認するのか。

Ａ13．申請者の会社ホームページやパンフレット等。もしなければ登記簿謄本等にて確認いたします。これはあくま
でも申請者自身の事業概要を確認するものであり、補助事業の概要を確認するものではありません。

Ｑ14．申請から補助金支払までの全体的なスケジュールを教えてください。
Ａ14．令和４年12月28日までに申請書類一式を提出

内容を審査し、補助金を交付することが適当と認めたときは、副業人材活用事業支援補助金交付決定通知書（別記様
式第２号）により申請者に通知

　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　（３）誓約書

Ｑ９．補助額はいくらか。

Ａ９．マッチング事業と副業人材活用事業に係る補助対象経費の額に２分の１を乗じて得た額としています。ただ
し、同一の補助対象者につき10万円を限度とし、その額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。
限度額まで複数回申請可能。

例）（マッチング事業経費10万円＋副業人材活用事業経費15万円）×1/2＝12.5万円
この場合、上限の10万円が補助交付額となります。

Ｑ10．補助事業申請期間を教えてください。

Ａ10．令和４年７月１日（金）～令和４年12月28日（水）まで

【申請について】

Ｑ11．申請のタイミングはいつの段階か。

Ａ11．補助対象事業の着手前に申請が必要です。ここでいう着手前はマッチング事業及び副業人材活用事業のいずれ
かで経費が発生する前のことをいいます。そのため、申請のタイミングではあくまでも事業計画としての経費予定額
を記載してもらう必要がございます。
Ｑ12．申請時に必要な書類は何か。
Ａ12．（１）副業人材活用事業支援補助金交付申請書（別記様式第１号、別紙１、２）
      （２）申請書別紙１、２に添付する経費が分かる資料

（２）宿泊費（食費を除く。）
（３）副業人材の活動に必要と認められる経費
Ｑ８．副業人材の活動に必要と認められる経費とあるが、具体的には何が該当するか。

Ａ４．中小企業者等との間で契約を締結し、主とする労働以外の時間を活用して、当該契約に係る業務に従事する
者。中小企業の経営課題を解決するために、自身の知見・経験を提供する働き方ができる人材として兼業人材も対象
となりますが、申請書等は副業人材の表記で統一しております。
Ｑ５．補助対象事業は何か。

Ａ５．マッチング事業及び副業人材活用事業です。

Ｑ６．マッチング事業とは何か。対象となる経費を教えてください。

Ａ６．中小企業者等が副業案件掲載サイト運営事業者、人材紹介事業者等を介して副業人材を募集する事業をいい、
それらへ支払う経費が対象となります。具体的には副業案件掲載サイトへ登録し利用する際に発生するプラットホー
ム利用料等が該当します。

Ａ８．副業人材にお支払いする業務委託費等が該当します。

多治見市新型コロナウイルス感染症対応副業人材活用事業支援補助金Ｑ＆Ａ
（２０２２．７．２８更新）

【制度について】
Ｑ１．本補助金の目的は何か。

Ｑ２．本補助金においての中小企業者等とは何か。

Ａ７．中小企業者等が副業人材の専門的な知見及び実務経験を活用して実施する事業であって、本補助金の目的に照
らし市長が適当と認めるものをいいます。具体的には下記経費が該当します。

Ａ２．市内に事業所を有する中小企業者及び個人事業主であって今後も市内において事業を継続する意思があるもの
としています。（ただし、政治活動又は宗教活動を目的とする事業を営む者は除く。）。また、協同組合等の団体も
対象となります。
Ｑ３．本社が市外にある場合、市内に事業者を有しているかどうかの確認はどのようにするか。

Ａ３．市税等の納付状況や登記簿謄本、会社のホームページ、パンフレット等、または第三者が認める公的書類等で
確認いたします。

Ｑ４．本補助金においての副業人材とは何か。

Ａ１．新型コロナウイルス感染症の影響により変化が生じた社会において、中小企業者等が副業人材を活用し、デジ
タル化の推進並びに経営に関する立案の向上及び経営課題の解決を図ることによって、中小企業者等の事業を発展さ
せ、もって地域経済の活性化に資することを目的としています。

Ｑ７．副業人材活用事業とは何か。対象となる経費を教えてください。

（１）鉄道賃、航空賃、バス料金及び船賃の実費（ただし、最も経済的かつ合理的と認められる経路であって、公共
交通機関の利用に要する経費）



Ｑ20．変更・廃止承認申請書の添付文書に変更後の支出明細書、変更後の事業計画書、その他変更等の内容を説明す
るものとあるが、様式は何を使えばよいか。

Ａ20．こちらの変更に係る添付文書はすべて任意様式となるため、決められた様式はございません。もしくは当初申
請時に提出した交付申請書（別紙１・２）のコピーしたものに変更・追記し、添付文書として使用することも可能で
す。ただしその際は変更・追記部分について、変更点がわかりやすいよう下線を引くなどしてご提出ください。

Ｑ18.補助対象経費に消費税及び地方消費税額は含んで記載して可能か。

Ｑ17．交付申請書の申請者名記載について、押印不要の場合を教えてください。

Ａ17．代表者本人が直接窓口に交付申請書を提出するケースで、代表者本人が自署した場合、押印不要となります。
また、その他申請書類も同様の取り扱いとなります。代表者以外（経理担当または金融機関等）が提出する場合は、
社判、実印が必要となります。

Ａ18.すべての申請書類において、金額欄は税抜で記載願います。

Ｑ19.交付申請書（別紙２）（１）（注１）経費が分かる資料を添付とあるが、原本である必要があるか。

Ａ19．見積書や事業者ホームページ上で利用金額が分かればそのハードコピー等で確認可能です。そのため、原本の
提出は必ずではありません。

【様式について】

想定されるケースとして、当初申請はマッチング事業経費のみで申請していたが、副業人材が決まり、副業人材活用
事業経費の申請をする場合や副業人材との契約が当初契約期間より変更することにより、業務委託費等の経費が増減
した場合等を想定しております。
Ｑ16．実績報告時に必要な書類は何か。
Ａ16．副業人材活用事業支援補助金補助事業実績報告書（別記様式第５号）
（１）マッチング事業
　ア　副業案件掲載サイト等運営事業者又は人材紹介事業者等との間で締結した契約書等の写し
  イ　副業案件掲載サイト等運営事業者又は人材紹介事業者等への支払いを証する書類の写し
（２）副業人材活用事業
  ア　副業人材との間で締結した契約書等の写し
  イ　副業人材の活動等に要した経費の支払いを証する書類の写し
  ウ　副業人材の職務経歴書
(３) その他市長が必要と認める書類

　（３）補助事業の目的又は内容の変更

　　　　　　　　　　　　　　　↓

内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、交付決定者に副業人材活用事業支援補助金額確定通知書
（別記様式第６号）により通知

　　　　　　　　　　　　　　　↓

通知の日から起算して30日を経過する日又は令和５年２月28日のいずれか早い日までに副業人材活用事業支援補助金
請求書（別記様式第７号）により補助金の支払を請求

　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　交付決定者へ補助金支払
Ｑ15．補助事業の計画等の変更又は廃止をしようとする場合は、どのうように対応すればよいか。

Ａ15．次に掲げる場合に限り、副業人材活用事業支援補助金補助事業変更・廃止承認申請書（別記様式第３号）によ
り申請が必要です。

　（１）補助金等の額の増額変更
　（２）補助対象経費が20パーセント以上減額となる変更

補助事業が完了した時は、完了の日から30日を経過した日又は令和５年１月31日のいずれか早い日までに副業人材活
用事業支援補助金補助事業実績報告書（別記様式第５号）の提出

　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　マッチング事業及び副業人材活用事業を実施

Ｑ21．副業人材と契約期間を１か月毎の自動更新で締結した場合、申請書の経費は１か月分の経費を記載すればよいか。

Ａ21．いいえ。副業活用予定期間で数か月分まとめて記載ください。


